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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

当連結会計年度における我が国の経済は、政府の各種経済政策や日銀の追加金融緩和のもと、企業収益において

は比較的堅調であったものの、個人消費は力強さを欠き、企業の設備投資意欲も弱含みで推移いたしました。

世界経済は、米国では個人消費などの内需を中心に底堅く推移し、欧州でも緩やかな景気回復が見られましたが、

中国経済の減速が鮮明になり、この影響からアジア新興国も成長が鈍化し、国際情勢の不安も加え、不透明な状況

で推移しております。

このような設備投資マインドが盛り上がりを欠く中、当企業グループでは、自動車関連、新エネルギー関連、半

導体関連、環境関連、食品関連、運輸・物流関連、航空機製造関連業界に対して、営業協調体制を強化し、積極的

営業展開を行った結果、売上高について、前期を上回る額を確保することができました。

利益面では、営業費用の節減に努めたことなどで、営業利益、経常利益については前期に比べ増益となりました。

これらの増益を受け、親会社株主に帰属する当期純利益においては、大きな特別損失が発生しなかったこともあり、

前期に比べ増益となり、連結ベースで過去最高益となりました。
　

売上高 ８８７億 １１百万円 (前期比 １０２．２％)

営業利益 ２２億 ９８百万円 (前期比 １０６．４％)

経常利益 ２４億 ２８百万円 (前期比 １０２．６％)

親会社株主に帰属する

当期純利益 １５億 ３６百万円 (前期比 １０７．６％)
　

となりました。
　

報告セグメントの業績は以下のとおりです。

東日本本部

北海道・東北・甲信越・関東地区が担当エリアであり、全体の売上高の約37％を占めております。

自動車生産の海外現地化の影響で自動車部品需要が冷え込んだものの、半導体、物流、食品、エネルギー関連、

自動車関連、化学業界の設備投資に寄与することが出来たため、その売上高は、330億41百万円（前期比102.8

％）となりました。
　

西日本本部

東海・北陸・関西・中国・四国・九州地区が担当エリアであり、全体の売上高の約42％を占めております。

鉄鋼、液晶業界等では設備投資の足踏みが見られるものの、業績好調な医薬、航空機製造、食品関連、産業機

械、自動車関連、運輸、環境関連業界向けの設備及び部品需要の増加に支えられ、その売上高は、370億40百万円

（前期比102.0％）となりました。
　

開発戦略本部

当企業グループ全体の海外ビジネスやマテリアルビジネスを担当し、それらビジネスの拡大や、制御・センシ

ングビジネスに向けた新商品の開発にも取り組んでいる部門で、その売上高は全体の約21％を占めております。

中国やアジア新興国の経済減速で海外における自動車関連設備等の投資が伸び悩みましたが、介護・衛生関連

商品の需要回復と国内外でのティーバッグ製造装置等の売上が増加したことで、その売上高は、186億30百万円

（前期比101.6％）となりました。
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② 次期の見通し

今後の我が国経済の見通しは、アジア諸国の成長鈍化に加え、円高、九州地方の地震、消費税増税の動向を背景

に企業業績への影響が懸念されますが、政府による各種経済政策や日銀の追加金融緩和に加え、雇用、所得の改善

で個人消費が回復すれば、企業の設備投資のマインドも回復することが期待されます。

一方、世界経済は、中国やアジア新興国の景気減速による影響が懸念されますが、引き続き堅調に推移する欧米

経済を中心に緩やかな成長が予想されます。

このような状況下、当企業グループにおいては、創業100周年を迎える期であるとともに、第９次連結中期経営計

画の最終年度に当たることから、グループの総合力を発揮し、エリア体制を更に充実させ、新商品の発掘、既存顧

客への深耕と新規顧客の拡大を図り、積極的な営業展開を推進してまいります。
　
このような状況を踏まえ、次期連結業績予想は以下のとおりであります。

　
売上高 ９００億円 (前期比 １０１．５％)

営業利益 ２３億 ５０百万円 (前期比 １０２．３％)

経常利益 ２４億 ８０百万円 (前期比 １０２．１％)
親会社株主に帰属する

当期純利益 １５億 ８０百万円 (前期比 １０２．８％)
　

なお、セグメント別の見通しといたしましては、
　
東日本本部につきましては、首都圏での公共インフラ、東北震災復興需要の拡大が見込まれることに加え、好調

な物流、食品、半導体、自動車関連業界を中心に、環境、鉄鋼、プラント業界へも積極的な営業展開をすることに

より、売上高338億円（前期比102.3％）を見込んでおります。

西日本本部につきましては、東海・北陸・関西・中国・四国・九州地区において、エリア体制を更に強化し、引

き続き業績好調な環境、航空機製造、産業機械業界等に加え、鉄鋼、化学、食品関連業界への顧客ニーズに合った

最適な商品提案により顧客の拡大を図ることで、売上高374億円（前期比101.0％）を見込んでおります。

開発戦略本部につきましては、当企業グループ全体の海外ビジネスの拡大、マテリアルビジネスにおける新商品

の開発・販売及び医療・介護・衛生関連商品の取扱高拡大、制御・センシングビジネスにおける新商品の開発・販

売に注力することで、売上高188億円（前期比100.9%)を見込んでおります。

（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

(1) 資産

当連結会計年度末の資産合計は528億33百万円であり、前連結会計年度末の579億39百万円に比べ、51億６百万

円減少いたしました。このうち流動資産は、前連結会計年度末に比べ、21億34百万円減少いたしました。主な要

因は、現金及び預金が14億61百万円減少、受取手形及び売掛金が19億80百万円減少した一方、電子記録債権が16

億55百万円増加したこと等によるものであります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ、29億72百万円減少い

たしました。主な要因は、投資有価証券の時価が前連結会計年度末に比べ下落したことにより28億74百万円減少

したこと等によるものであります。
　

(2) 負債

当連結会計年度末の負債合計は360億98百万円であり、前連結会計年度末の404億12百万円に比べ、43億14百万

円減少いたしました。このうち流動負債は、前連結会計年度末に比べ、34億92百万円減少いたしました。主な要

因は、支払手形及び買掛金が18億６百万円減少、返済期限を迎えた長期借入金20億円を返済したこと等による減

少であります。固定負債は、８億21百万円減少いたしました。主な要因は、繰延税金負債が９億42百万円減少し

た一方、退職給付に係る負債が１億45百万円増加したこと等によるものであります。
　

(3) 純資産

当連結会計年度末の純資産合計は167億35百万円であり、前連結会計年度末の175億27百万円に比べ、７億92百

万円減少いたしました。主な要因は、親会社株主に帰属する当期純利益を15億36百万円計上した一方で、投資有

価証券の時価が前連結会計年度末に比べ減少したことに伴いその他有価証券評価差額金が19億４百万円減少した

こと、配当金の支払３億18百万円を実施したこと等によるものであります。
　

決算短信（宝印刷） 2016年05月06日 18時43分 3ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



椿本興業株式会社(8052) 平成28年３月期 決算短信

― 4 ―

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、39億86百万円となり、前連結会計年

度末より14億61百万円減少いたしました。
　

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(1) 営業活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における営業活動の結果、増加した資金は10億40百万円となりました。この主な原因は、税金

等調整前当期純利益24億42百万円、未払消費税等の増加額５億40百万円、売上債権の減少額２億92百万円、利息

及び配当金の受取額２億38百万円等の資金の増加があった一方、仕入債務の減少額17億71百万円、法人税等の支

払額８億80百万円等の資金の減少によるものであります。
　

(2) 投資活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における投資活動の結果、使用した資金は99百万円となりました。この主な原因は、固定資産

の取得による支出１億40百万円等の資金の減少があった一方、投資有価証券の売却による収入31百万円等の資金

の増加によるものであります。
　

(3) 財務活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における財務活動の結果、使用した資金は23億56百万円となりました。この主な原因は、返済

期限を迎えた長期借入金20億円を返済したこと、配当金の支払額３億18百万円等の資金の減少によるものであり

ます。
　

次期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、不良債権の発生を極力抑

制するとともに、債権回収の早期化の促進をはかること及び当企業グループ全体の資金効率向上等により資金充

実を目指してまいります。投資活動及び財務活動によるキャッシュ・フローは、売上動向の変化に機敏に対応で

きる効率的な資金調達、運用を念頭に活動してまいります。

次期連結会計年度末の資金は、当連結会計年度末程度を予定しております。
　
(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

　

平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期

自己資本比率（％） 22.0 24.9 30.0 29.9 31.2

時価ベースの自己資本比率
（％）

17.2 17.3 19.1 17.4 18.4

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

1.7 2.1 ― 1.1 0.2

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

40.2 33.0 ― 68.0 35.6

※ 自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い
　

1. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

2. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。

3. 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象と

しております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

4. 平成26年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営

業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。
　

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、連結配当性向30％以上を目標に、期間損益に応じた適正な配当を安定的に実施する事を重視しており、内

部留保は企業環境の変化に対応する今後の事業展開と、安定的な株主配当に役立ててまいります。そして、中期的に

は自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）10％以上を安定的に確保することを目指して更なる企業価値の増大を図り、同時

に株主の皆様への利益還元も充実させて行く所存であります。

上記を目安に、具体的な１株当たり配当金は、当期におきましては、第２四半期末に３円（実施済み）、期末には、

平成28年10月に創業100周年を迎えることもあり、記念配当として３円を付加させていただき、普通配当７円と合わせ

10円を予定しております。これにより年間配当は13円となります。また、次期の１株当たり配当金は、上記の基本方

針に基づき、第２四半期末に３円、期末には７円の年間10円とさせていただく予定です。
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（４）事業等のリスク

当企業グループの事業その他のリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項を以下

に記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項につきましても、重要であると考えら

れる事項については、積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、当企業グループはこれらのリスクの可

能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。また、以下の記載は当企業グル

ープに関するリスクをすべて網羅するものではありません。さらに、将来に関する事項はあくまでも当連結会計年度

末現在において入手可能な情報に基づいて判断し、記載したものであります。

① 当企業グループの事業環境について

当企業グループの主力事業である動伝事業及び設備装置事業の売上は、各産業界における設備投資の動向に大き

く依存する傾向にあります。従って、自然災害、景気の低迷等により設備投資が抑制される場合には当企業グルー

プ全体の業績に少なからぬ影響を及ぼす可能性があります。また、設備物件の顧客納期は３月期末時に集中する傾

向にあります。従って、３月末の売上が翌期にずれ込む場合には、当企業グループ及び当社の経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。また、四半期ごとの開示における経営成績も第３四半期までが一時的に低水準な利益計上

となってしまう可能性があります。

② 工事進行基準の適用に係る債権管理について

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事の売上については、各物件ごとに売上

原価を発生基準で認識し、これに対応する売上を原価進捗率に応じて計上する工事進行基準を適用しております。

従って、顧客に対する対価の請求以前に収益及び対応する債権が計上され、売上債権回収期間が長期になることが

あります。

なお、工事進行基準適用の物件については、各工事ごとの管理体制を整備し、受注時における見積及び受注後の

進捗管理を厳正に管理しております。採算性に変化があった場合は、速やかに見積原価の変更を行うなど、売上計

上時に相応の精度を確保していると判断しておりますが、適切な対応が遅れた場合には、当社グループの経営成績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

③ 有価証券投資について

当企業グループでは、グループ企業の株式を保有すると共に、事業上の関係緊密化及び投資採算性等に鑑み、顧

客・仕入先・金融機関等に対し有価証券投資を行っております。有価証券投資は主として当社が行っており、連結

貸借対照表上に計上されている投資有価証券の大半は、当社が保有するものであります。

当連結会計年度末において、「その他有価証券」で時価のあるものの取得原価の合計は46億97百万円であり、連

結貸借対照表上の計上額の合計（時価）は83億79百万円であります。時価につきましては、今後の経済環境や企業

収益の動向によって変動する可能性があります。また、「その他有価証券」で時価のないものについては、移動平

均法による原価法で評価しておりますが、今後、投資先企業の財政状態が著しく低下したこと等の事実がある場合

には評価減を行う可能性があります。

④ 与信管理について

当企業グループの販売先は約5,000社となっており、その債権管理には各販売先別にその業容、資力に応じた与信

設定を行うと共に、必要に応じ預り保証金の入手を行うほか、年１回必ずその見直しを実行し、信用状態の継続的

な把握を行っており、不良債権の発生が極力少なくなるよう努めております。また、貸倒引当金の計上に関しては、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

当企業グループの販売先には中小の事業者が相当数存在し、設備投資の状況等国内景気の動向によっては、今後、

貸倒引当金の積増しを要する事態や貸倒損失が生じる可能性があります。

⑤ 外国通貨建ての取引について

為替相場の変動による影響を受ける外国通貨建ての取引については、外貨預金口座を通じての決済や為替予約取

引等により為替変動リスクをヘッジすることにしております。しかしながら、在外連結子会社の売上、費用、資産

を含む現地通貨建ての項目は、連結財務諸表の作成において円換算するため、換算時の為替レートが大幅に変動し

た場合には、円換算後の価値も大幅に変動し、当企業グループの経営成績及び財政状態が影響を受ける可能性があ

ります。

⑥ 不正取引に伴う損失の発生について

平成25年3月18日付け「当社従業員による不正行為について」にて公表しました当社元従業員による不正取引に係

り、不正取引に関連した取引先等からの損害賠償請求等に備え当企業グループの損失負担見込額を偶発損失引当金

として計上しております。しかしながら、今後の訴訟の状況次第では、当企業グループの損失負担見込額が変動し、

当企業グループの業績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。
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２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当企業グループは、「長年にわたり、機械と技術の総合商社として培った技術力を生かし、最適商品のマネジメン

トにより、産業界の顧客にその供給を通じて、産業界の発展に寄与し、社会に貢献する」ことを経営の基本方針とし、

一メーカーでは供給できない商社としての幅広い商品提供力と、ハード・ソフトのシステム構築力を含む技術提案力

をもって、顧客ニーズに合わせた最適なシステム・商品を選択し、コーディネートし、調達し、供給することにより

顧客満足度の向上を目指しております。

（２）目標とする経営指標

当企業グループの当連結会計年度の自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）は、9.1％（前期 9.0％）であり、着実に向上

しております。また、中期的にはＲＯＥ10％以上を安定的に確保することを目指し、更なる企業価値の増大を図り、

株主の皆様への利益還元を充実させて行く所存であります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

世界経済の先行き不透明感が強まる中、企業の投資姿勢は慎重感が増しております。製造業の設備投資は、高水準

の企業収益や継続される金融緩和、法人税制の見直し、合理化、省力化に対するニーズの高まり等、良好な投資環境

を背景に、持ち直しが見込まれます。また、過去の投資抑制により設備保有年数の長期化が進んでおり、製造業を中

心に設備の更新需要は高まっていると推測されますが、世界経済の不確実性や、財政・金融政策の先行き不透明感に

より、ペースは緩やかにとどまる見通しです。

このような経済環境の下で、当企業グループは、創業100周年へ向け、平成26年４月より３ヵ年の第９次連結中期経

営計画「ＡＣＴ３００」をスタートしました。平成24年（110期）より全社的に展開しているエリア戦略を更に進め、

各部門の「協業」により国内をきめ細かくフォローしていく営業体制とし、より効率的な営業活動を実施してまいり

ます。そして、地域密着営業を更に進め、顧客が海外に生産拠点を計画する場合は、国内営業と海外営業が一体とな

って営業を展開し、国内外で顧客に対応できる営業体制を更に強化してまいります。

また、今後伸びが期待できる産業である環境・再生エネルギー、医薬、再生医療、バイオテクノロジー分野等への

新商品開発、営業拡大も目指し、下記の施策を進めてまいります。

①原点に立ち返り、社是に示された「たゆみなき販路の開拓」と「常に怠りなき商品の開発」を業績拡大の基本と

して徹底実行していくこと。

②エンジニアリング商社として、技術の向上と継承により競合他社と差別化を図ること。

③国内営業と海外営業が協業し、国内外において漏れのない営業を展開すること。

④当企業グループの取扱商品の幅を広げて、顧客ニーズの変化への対応力を強め、他社との差別化を図り、競争力

を高めること。

⑤事業部制では生まれにくい分野の海外商品、また各事業の中間の新商品を開発していくこと。

⑥当企業グループの主要取扱商品である㈱椿本チエイングループ製品の拡販により、顧客基盤の拡大・充実を図る

こと。

⑦グループ全体での顧客開拓活動の継続展開により、自動車等の新技術、環境・再生エネルギー、医薬、再生医療、

バイオテクノロジー分野・有望業界での営業を拡大していくこと。

⑧市場の拡大が見込まれる東アジア、東南アジアを中心として営業力の強化と共に、新たな海外市場を開拓するこ

とにより海外事業の拡大を図ること。

⑨コンプライアンス意識の向上に努め、コーポレートガバナンスを強化すること。

⑩グループ一体となった営業と情報・人材・業務・資金等の活用と効率化及びリスク管理の充実により、当企業グ

ループの経営効率を上げ収益力を強化すること。

今後、上に掲げた施策をよりきめ細かく遂行しながら、必要に応じ中期的な目標・方針・施策の見直しを進めてま

いります。
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（４）会社の対処すべき課題

① 人材の育成と活用

自部門の商品だけでなく幅広い商品知識を身につけた営業マンを育成し、顧客満足度を高めると共に、より効率

的な営業に取組んでまいります。更に、大きく変わろうとしている産業構造の変化の中で、技術商社として、お客

様と一緒にその変化に対応していけるパートナーとなれる人材を育成してまいります。

また、技術室を中心に技術力の向上、技術の継承、不具合による損失の防止に努めてまいります。

② エリア制によるビジネスの拡大

依然として生産拠点の国際化が進む中で、国内営業基盤を更に強化するためにも、当社が納入した物件のデータ

ベース化を図り、取り換え需要を確実に受注出来る仕組み創りを進め、国内の空洞化に対処してまいります。

更に、アジア新興国を中心に発展状況を見ながら積極的に拠点展開を図り、海外のお客様に対しても国内と同様

のサービスを提供できる体制を整えてまいります。

③ 取扱商品の拡大

商社のメリットを最大限に活かし、お客様の常に変化している設備環境に対応しながら、更に先行需要を見越し

た省力、省人化をテーマに商品開発を進めてまいります。

以上を課題として、収益面では、コスト管理強化等により経営効率の向上を図ると共に、リスクマネジメント、コ

ーポレート・ガバナンス並びにその基盤となる内部統制システム等の更なる強化に取組み、企業価値を高め、株主の

皆様をはじめとするステークホルダーの満足度向上を目指してまいります。

　

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当企業グループは、企業間及び経年での比較可能性を確保するため、当面は、日本基準に基づき連結財務諸表を作成

する方針であります。

　なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,448 3,986

受取手形及び売掛金 32,003 30,023

電子記録債権 3,085 4,740

商品及び製品 1,807 2,015

仕掛品 371 465

繰延税金資産 156 194

その他 1,322 655

貸倒引当金 △172 △191

流動資産合計 44,024 41,889

固定資産

有形固定資産

建物 783 809

減価償却累計額 △192 △208

建物（純額） 591 601

機械装置及び運搬具 395 397

減価償却累計額 △222 △263

機械装置及び運搬具（純額） 173 133

工具、器具及び備品 356 335

減価償却累計額 △287 △274

工具、器具及び備品（純額） 68 60

土地 176 176

リース資産 3 2

減価償却累計額 △2 △1

リース資産（純額） 1 0

有形固定資産合計 1,011 972

無形固定資産 126 105

投資その他の資産

投資有価証券 ※1,2 11,615 ※1,2 8,741

長期貸付金 3 5

破産更生債権等 0 0

長期未収入金 ※3 1,451 ※3 1,450

繰延税金資産 51 75

退職給付に係る資産 － 2

その他 1,234 1,165

貸倒引当金 ※3 △1,579 ※3 △1,575

投資その他の資産合計 12,777 9,865

固定資産合計 13,915 10,943

資産合計 57,939 52,833
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2 32,263 ※2 30,456

短期借入金 20 －

1年内返済予定の長期借入金 2,000 －

未払法人税等 497 516

前受金 1,463 1,574

繰延税金負債 15 11

役員賞与引当金 36 40

工事損失引当金 － 35

偶発損失引当金 ※3 279 ※3 279

その他 489 659

流動負債合計 37,067 33,574

固定負債

退職給付に係る負債 1,455 1,601

長期未払金 275 256

繰延税金負債 1,403 461

その他 209 204

固定負債合計 3,345 2,523

負債合計 40,412 36,098

純資産の部

株主資本

資本金 2,945 2,945

資本剰余金 1,805 1,805

利益剰余金 8,046 9,265

自己株式 △194 △196

株主資本合計 12,604 13,820

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,662 2,758

繰延ヘッジ損益 △6 △15

為替換算調整勘定 148 102

退職給付に係る調整累計額 △104 △160

その他の包括利益累計額合計 4,700 2,685

非支配株主持分 223 229

純資産合計 17,527 16,735

負債純資産合計 57,939 52,833
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 86,806 88,711

売上原価 ※1 75,325 ※1 76,732

売上総利益 11,480 11,979

販売費及び一般管理費 ※2 9,320 ※2 9,681

営業利益 2,160 2,298

営業外収益

受取利息 5 4

受取配当金 182 233

為替差益 15 －

持分法による投資利益 41 29

その他 46 35

営業外収益合計 291 302

営業外費用

支払利息 29 25

売上割引 35 46

為替差損 － 38

支払手数料 2 43

支払保証料 14 14

その他 4 4

営業外費用合計 85 172

経常利益 2,366 2,428

特別利益

固定資産売却益 ※3 0 ※3 7

投資有価証券売却益 － 30

偶発損失引当金戻入額 10 －

特別利益合計 10 37

特別損失

固定資産除売却損 ※4 20 ※4 9

ゴルフ会員権評価損 3 14

事務所移転費用 ※5 5 －

特別損失合計 30 23

税金等調整前当期純利益 2,346 2,442

法人税、住民税及び事業税 824 871

法人税等調整額 58 △5

法人税等合計 883 866

当期純利益 1,463 1,575

非支配株主に帰属する当期純利益 35 39

親会社株主に帰属する当期純利益 1,427 1,536
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（連結包括利益計算書）

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当期純利益 1,463 1,575

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,810 △1,904

繰延ヘッジ損益 △6 △8

為替換算調整勘定 80 △56

退職給付に係る調整額 △86 △56

持分法適用会社に対する持分相当額 29 △10

その他の包括利益合計 ※1 1,828 ※1 △2,036

包括利益 3,291 △460

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,229 △477

非支配株主に係る包括利益 62 17
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,945 1,805 6,973 △77 11,647

当期変動額

剰余金の配当 △354 △354

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,427 1,427

自己株式の取得 △116 △116

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 1,073 △116 956

当期末残高 2,945 1,805 8,046 △194 12,604

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算調整勘

定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 2,852 △0 64 △17 2,898 171 14,717

当期変動額

剰余金の配当 △354

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,427

自己株式の取得 △116

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,810 △6 83 △86 1,801 52 1,854

当期変動額合計 1,810 △6 83 △86 1,801 52 2,810

当期末残高 4,662 △6 148 △104 4,700 223 17,527
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当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,945 1,805 8,046 △194 12,604

当期変動額

剰余金の配当 △318 △318

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,536 1,536

自己株式の取得 △1 △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 1,218 △1 1,216

当期末残高 2,945 1,805 9,265 △196 13,820

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算調整勘

定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 4,662 △6 148 △104 4,700 223 17,527

当期変動額

剰余金の配当 △318

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,536

自己株式の取得 △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△1,904 △8 △45 △56 △2,014 5 △2,008

当期変動額合計 △1,904 △8 △45 △56 △2,014 5 △792

当期末残高 2,758 △15 102 △160 2,685 229 16,735
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,346 2,442

減価償却費 138 139

のれん償却額 1 －

引当金の増減額（△は減少） △78 53

受取利息及び受取配当金 △188 △238

支払利息 29 25

持分法による投資損益（△は益） △41 △29

投資有価証券売却損益（△は益） － △30

固定資産除売却損益（△は益） 20 1

ゴルフ会員権評価損 3 14

売上債権の増減額（△は増加） △5,361 292

たな卸資産の増減額（△は増加） 523 △331

仕入債務の増減額（△は減少） 5,557 △1,771

前受金の増減額（△は減少） △43 165

未払消費税等の増減額（△は減少） △381 540

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 203 145

その他の資産の増減額（△は増加） △116 289

その他の負債の増減額（△は減少） 35 36

その他 △125 △61

小計 2,525 1,683

利息及び配当金の受取額 188 238

利息の支払額 △29 △29

法人税等の支払額 △670 △880

持分法適用会社からの配当金の受取額 6 29

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,019 1,040

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △240 △140

固定資産の売却による収入 23 9

投資有価証券の取得による支出 △16 △21

投資有価証券の売却による収入 － 31

敷金の増減額（△は増加） 4 1

長期貸付けによる支出 △0 △4

長期貸付金の回収による収入 2 2

その他 △26 22

投資活動によるキャッシュ・フロー △252 △99
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △0 △20

長期借入金の返済による支出 － △2,000

自己株式の取得による支出 △116 △1

リース債務の返済による支出 △4 △5

配当金の支払額 △354 △318

非支配株主への配当金の支払額 △9 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー △486 △2,356

現金及び現金同等物に係る換算差額 95 △45

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,375 △1,461

現金及び現金同等物の期首残高 4,072 5,448

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 5,448 ※1 3,986
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 14社

平成27年４月１日をもって、ツバコー北日本株式会社はツバコー北海道株式会社を吸収合併し、社名をツバコー

北日本株式会社としております。

また、平成27年７月１日をもって、当社はツバコーセールスエンジニアリング株式会社を吸収合併しております。
　

(2) 非連結子会社の数 ３社

TSUBACO(HONG KONG)CO.,LTD.

TSUBACO KOREA CO.,LTD.

PT. TSUBACO INDONESIA
　

(連結の範囲から除いた理由)

当該３社の合計の総資産額、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社の数 3社

会社等の名称

TSUBACO(HONG KONG)CO.,LTD.

TSUBACO KOREA CO.,LTD.

PT. TSUBACO INDONESIA
　

(2) 持分法を適用した関連会社の数

該当事項はありません。
　

(3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用しておりま

す。

　

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちTSUBACO SINGAPORE PTE．LTD.、TSUBACO KTE CO.,LTD.、上海椿本商貿有限公司の決算日は平成27

年12月31日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、

連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

その他の連結子会社の決算日はすべて３月31日であり、連結財務諸表提出会社の決算日と一致しております。

　

４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

ａ 満期保有目的の債券……償却原価法(定額法)

ｂ その他有価証券

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの……移動平均法による原価法

② たな卸資産

ａ 商品及び製品……総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

ｂ 仕掛品……………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)に

ついては定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年～47年

機械装置及び運搬具 5年～12年

工具器具及び備品 2年～15年
　

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。

③ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、また、不正取引の消去に伴い

生じた長期未収入金を含む貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

② 役員賞与引当金

子会社の役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

② 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において、損失の発生が見込まれ、かつ、その金

額を合理的に見積もることができる工事契約について、その損失見込額を計上しております。

③ 偶発損失引当金

不正取引に関連した取引先等から損害賠償請求等を受ける可能性があるため、当社の損失負担見込額を計上し

たものです。

　

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額法により

費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

　

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

a 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

b その他の工事

工事完成基準
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(6) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて

おります。

　

(7) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特

例処理を採用しております。また、為替予約取引のうち振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理を採

用しております。

② ヘッジ手段及びヘッジ対象

・為替予約取引（外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引）

・金利スワップ（１年内返済予定の長期借入金）

③ ヘッジ方針

外貨建取引については為替リスクを、長期借入金については金利変動リスクをヘッジし、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動を直接結び付けて判定しております。ただし、

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

リスク管理は取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、財経部にて行っております。

　

(8) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、原則として５年間で均等償却しております。

　

(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、要求払預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資であります。

　

(10) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計

年度の費用として処理しております。

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成25年９月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については連結財務諸表

の組替えを行っております。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

投資有価証券(株式) 259百万円 248百万円

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

担保に供している資産

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

投資有価証券 485百万円 333百万円

担保付債務

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

支払手形及び買掛金 789百万円 671百万円

※３ 平成25年３月期に発覚の不正取引に関連して発生したものが、以下のとおり含まれております。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

固定資産

　投資その他の資産

　 長期未収入金 1,451百万円 1,450百万円

　 貸倒引当金 △1,451百万円 △1,450百万円

流動負債

　偶発損失引当金 279百万円 279百万円

　

　４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結しております。

連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

貸出コミットメントの総額 ―百万円 3,000百万円

借入実行残高 ―百万円 ―百万円

差引額 ―百万円 3,000百万円
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(連結損益計算書関係)

※１ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

―百万円 35百万円

※２ 販売費及び一般管理費の内訳

販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

給料及び手当 3,549百万円 3,664百万円

賞与 638百万円 738百万円

旅費交通費 836百万円 803百万円

退職給付費用 197百万円 204百万円

地代家賃 834百万円 879百万円

貸倒引当金繰入額 8百万円 17百万円

役員賞与引当金繰入額 36百万円 40百万円

減価償却費 138百万円 139百万円

※３ 固定資産売却益の内訳

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

機械装置及び運搬具 0百万円 7百万円

工具、器具及び備品 0百万円 ―百万円

計 0百万円 7百万円

※４ 固定資産除売却損の内訳

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

建物 19百万円 9百万円

機械装置及び運搬具 ―百万円 0百万円

工具、器具及び備品 1百万円 0百万円

計 20百万円 9百万円

※５ 事務所移転費用

（前連結会計年度）

当連結会計年度において、事務所移転費用5百万円を特別損失に計上しております。これは、当社情報管理グルー

プの事務所移転に伴う旧事務所の原状回復費用等であります。
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 2,545百万円 △2,883百万円

　 税効果調整前 2,545百万円 △2,883百万円

　 税効果額 △734百万円 978百万円

　 その他有価証券評価差額金 1,810百万円 △1,904百万円

繰延ヘッジ損益

当期発生額 △9百万円 △12百万円

　 税効果調整前 △9百万円 △12百万円

　 税効果額 2百万円 3百万円

　 繰延ヘッジ損益 △6百万円 △8百万円

為替換算調整勘定

　当期発生額 80百万円 △56百万円

退職給付に係る調整額

　当期発生額 △141百万円 △85百万円

　組替調整額 13百万円 7百万円

　 税効果調整前 △128百万円 △77百万円

　 税効果額 41百万円 20百万円

　 退職給付に係る調整額 △86百万円 △56百万円

持分法適用会社に対する
持分相当額

　当期発生額 29百万円 △10百万円

　 持分法適用会社に対する
　 持分相当額

29百万円 △10百万円

その他の包括利益合計 1,828百万円 △2,036百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

　

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末

株式数

普通株式 (千株) 32,489 ― ― 32,489

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末

株式数

普通株式 (千株) 275 385 ― 661

（変動事由の概要）

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 ５千株

　平成27年２月24日開催の取締役会決議による自己株式の取得 380千株

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 257 8.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日

平成26年10月31日
取締役会

普通株式 96 3.00 平成26年９月30日 平成26年12月３日

(注) 平成26年３月期期末配当額8.00円には、記念配当3.00円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 222 利益剰余金 7.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末

株式数

普通株式 (千株) 32,489 ― ― 32,489

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末

株式数

普通株式 (千株) 661 5 ― 667

（変動事由の概要）

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 ５千株

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 222 7.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 95 3.00 平成27年９月30日 平成27年12月３日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議（予定） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 318 利益剰余金 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日

(注) 平成28年３月期期末配当額10.00円には、記念配当3.00円が含まれております。

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

現金及び預金勘定 5,448百万円 3,986百万円

現金及び現金同等物 5,448百万円 3,986百万円
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(有価証券関係)
　

１ その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

区分 種類
連結貸借対
照表計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 11,175 4,646 6,529

(2) 債券

　 ① 国債・地方債等 ― ― ―

　 ② 社債 ― ― ―

　 ③ その他 ― ― ―

(3) その他 67 31 35

小計 11,243 4,678 6,564

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券

　 ① 国債・地方債等 ― ― ―

　 ② 社債 ― ― ―

　 ③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 11,243 4,678 6,564
　

当連結会計年度（平成28年３月31日）

区分 種類
連結貸借対
照表計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 8,270 4,626 3,644

(2) 債券

　 ① 国債・地方債等 ― ― ―

　 ② 社債 ― ― ―

　 ③ その他 ― ― ―

(3) その他 73 31 41

小計 8,344 4,658 3,685

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 35 39 △4

(2) 債券

　 ① 国債・地方債等 ― ― ―

　 ② 社債 ― ― ―

　 ③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 35 39 △4

合計 8,379 4,697 3,681
　

２ 連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

該当事項はありません。
　

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

(1) 株式 1 30 ―

(2) 債券

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 1 30 ―
　

決算短信（宝印刷） 2016年05月06日 18時43分 24ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



椿本興業株式会社(8052) 平成28年３月期 決算短信

― 25 ―

(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

(繰延税金資産)

(流動)

　貸倒引当金繰入限度超過額 60百万円 78百万円

　未払事業税 34百万円 42百万円

　繰延ヘッジ損益 3百万円 6百万円

　その他 59百万円 66百万円

　小計 157百万円 194百万円

　評価性引当額 △0百万円 △0百万円

　繰延税金資産計(流動） 156百万円 194百万円

　繰延税金負債(流動)と相殺 ―百万円 ―百万円

　繰延税金資産(流動)の純額 156百万円 194百万円

(固定)

　長期未払金 90百万円 79百万円

退職給付に係る負債 476百万円 492百万円

　保有株式等評価損 387百万円 367百万円

　不正取引による影響額 571百万円 536百万円

　その他 52百万円 41百万円

　小計 1,579百万円 1,517百万円

　評価性引当額 △1,029百万円 △980百万円

　繰延税金資産計(固定) 549百万円 537百万円

　繰延税金負債(固定)と相殺 △498百万円 △461百万円

　繰延税金資産(固定)の純額 51百万円 75百万円

(繰延税金負債)

(流動)

　海外留保利益 △13百万円 △8百万円

　その他 △2百万円 △2百万円

　繰延税金負債計(流動) △15百万円 △11百万円

　繰延税金資産(流動)と相殺 ―百万円 ―百万円

　繰延税金負債(流動)の純額 △15百万円 △11百万円

(固定)

　その他有価証券評価差額金 △1,901百万円 △923百万円

　その他 △0百万円 △0百万円

　繰延税金負債計(固定) △1,902百万円 △923百万円

　繰延税金資産(固定)と相殺 498百万円 461百万円

　繰延税金負債(固定)の純額 △1,403百万円 △461百万円

２ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成28年３月29日に国会で成

立したことに伴い、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、繰延

税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率を変更しております。

その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が41百万円減少し、当連結会計年度に計

上された法人税等調整額が５百万円、その他有価証券評価差額金が52百万円、繰延ヘッジ損益(借方)が０百万円、

退職給付に係る調整累計額が△４百万円それぞれ増加しております。
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(セグメント情報等)
　
　ａ．セグメント情報

１ 報告セグメントの概要

当企業グループの報告セグメントは、当企業グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

当社は、主に機械部品及び搬送設備等の自動化・省力化商品を販売しており、関係会社を含めた当企業グループ

を、国内２エリア（地区）と海外に区分し、取り扱う商品について各地域の包括的な戦略を立案し、また海外につ

いては開発戦略事業と位置づけ、マテリアルビジネス部門及び新商品開発部門を含め包括的な戦略を立案し、事業

活動を展開しております。

従って、当企業グループは、販売体制を基礎とした国内地域別と開発戦略事業のセグメントから構成されており、

「東日本本部」、「西日本本部」及び「開発戦略本部」の３つを報告セグメントとしております。
　

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。
　

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報
　
　 前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

報告セグメント

合計
(百万円)

東日本
本部

(百万円)

西日本
本部

(百万円)

開発戦略
本部

(百万円)

売上高

外部顧客への売上高 32,151 36,316 18,338 86,806

セグメント間の内部売上高又は振替高 1,420 3,101 2,994 7,516

計 33,572 39,417 21,332 94,322

セグメント利益又は損失（△） 1,265 1,726 △187 2,803

セグメント資産 14,663 20,159 9,422 44,244

その他の項目

減価償却費 5 13 77 95

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 ― 12 69 82
　
　 当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

報告セグメント

合計
(百万円)

東日本
本部

(百万円)

西日本
本部

(百万円)

開発戦略
本部

(百万円)

売上高

外部顧客への売上高 33,041 37,040 18,630 88,711

セグメント間の内部売上高又は振替高 935 2,053 2,218 5,207

計 33,976 39,094 20,848 93,919

セグメント利益 1,262 1,608 134 3,005

セグメント資産 13,881 18,671 7,475 40,028

その他の項目

減価償却費 5 12 59 77

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 1 1 26 29
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(注) １ 各セグメントに属する主要な商品は下記のとおりであります。

セグメント別 主要商品名

東日本本部

西日本本部

変減速機等各種駆動部品、コンベヤチェーン等各種搬送部品、制御機器、各種セ

ンサー、電子機器、その他伝動機器

クリーンエネルギー関連設備、医薬関連設備、化学機械装置、水処理装置、食品

機械、その他環境装置、工作機械、産業用ロボット、各種コンベヤ、各種自動化

装置、立体倉庫及び自動仕分装置、各種輸送装置を含むＦＡシステム

開発戦略本部
海外における上記商品

各種不織布及びその加工品、各種合成樹脂成形機及び成形品、機能素材

４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

売上高 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

報告セグメント計 94,322 93,919

セグメント間取引消去 △7,516 △5,207

連結財務諸表の売上高 86,806 88,711

利益 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

報告セグメント計 2,803 3,005

セグメント間取引消去 2 △5

全社費用(注) △645 △702

連結財務諸表の営業利益 2,160 2,298

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

資産 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

報告セグメント計 44,244 40,028

セグメント間取引消去 △2,163 △847

全社資産(注) 15,858 13,652

連結財務諸表の資産合計 57,939 52,833

(注) 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない投資有価証券であります。

(単位：百万円)

その他の項目

報告セグメント計 調整額(注) 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 95 77 43 62 138 139

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

82 29 169 66 251 96

(注) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、前連結会計年度については主に会計システムの、当連結

会計年度については本社事務所間仕切り工事の設備投資額であります。
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　ｂ．関連情報

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

(単位：百万円)

動伝事業 設備装置事業 産業資材事業 合計

外部顧客への売上高 40,716 36,123 9,966 86,806

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 アジア その他 合計

78,412 7,169 1,224 86,806

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%以上を占める相手先がないため、該当事項はありませ

ん。

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

(単位：百万円)

動伝事業 設備装置事業 産業資材事業 合計

外部顧客への売上高 43,891 34,650 10,169 88,711

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 アジア その他 合計

80,793 7,034 884 88,711

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%以上を占める相手先がないため、該当事項はありませ

ん。

　ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

該当事項はありません。
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　ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

報告セグメント

全社・消去
（百万円）

合計
（百万円）

東日本
本部

（百万円）

西日本
本部

（百万円）

開発戦略
本部

（百万円）

計
（百万円）

当期償却額 ― ― ― ― 1 1

当期末残高 ― ― ― ― ― ―

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。

　

　ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。

(関連当事者情報)

１ 関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要
株主

㈱椿本チ
エイン

大阪市
北区

17,076
機械器具等
の製造・販
売

(被所有)
直接10.6

各種機材等の仕入 製品の仕入 16,718
支払手形
及び
買掛金

6,770

(注) １ 取引条件の決定方法は、一般取引と同様に市場価格並びに総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定しておりま

す。

２ 取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

　

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要
株主

㈱椿本チ
エイン

大阪市
北区

17,076
機械器具等
の製造・販
売

(被所有)
直接10.6

各種機材等の仕入 製品の仕入 17,731
支払手形
及び
買掛金

4,654

(注) １ 取引条件の決定方法は、一般取引と同様に市場価格並びに総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定しておりま

す。

２ 取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。
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(イ) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社

等

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要
株主の
子会社

㈱ツバキ
Ｅ＆Ｍ

京都府
長岡京
市

460
機械器具等
の製造・販
売

― 各種機材等の仕入 製品の仕入 4,536
支払手形
及び
買掛金

1,638

主要
株主の
子会社

㈱椿本バ
ルクシス
テム

大阪府
豊中市

150
機械器具等
の製造・販
売

― 各種機材等の仕入 製品の仕入 2,013
支払手形
及び
買掛金

891

(注) １ 取引条件の決定方法は、一般取引と同様に市場価格並びに総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定しておりま

す。

２ 取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

　

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要
株主の
子会社

㈱ツバキ
Ｅ＆Ｍ

京都府
長岡京
市

460
機械器具等
の製造・販
売

― 各種機材等の仕入 製品の仕入 4,854
支払手形
及び
買掛金

1,809

主要
株主の
子会社

㈱椿本バ
ルクシス
テム

大阪府
豊中市

150
機械器具等
の製造・販
売

― 各種機材等の仕入 製品の仕入 2,203
支払手形
及び
買掛金

933

(注) １ 取引条件の決定方法は、一般取引と同様に市場価格並びに総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定しておりま

す。

２ 取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

　

(ウ) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。

　

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 543円67銭 518円69銭

１株当たり当期純利益 44円41銭 48円29銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(1) １株当たり純資産額

項目
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額
（百万円）

17,527 16,735

普通株式に係る純資産額（百万円） 17,304 16,506

差額の主な内訳（百万円）
　非支配株主持分

223 229

普通株式の発行済株式数（千株） 32,489 32,489

普通株式の自己株式数（千株） 661 667

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数 (千株)

31,828 31,822

(2) １株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益
(百万円)

1,427 1,536

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

1,427 1,536

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,148 31,825

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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５．その他

（１）受注、販売及び仕入の状況
〔受注実績〕

（単位：百万円）

セグメントの名称
前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

前年同期
増減比

％
　 東日本本部 34,013 34,988 +2.9

　 西日本本部 37,366 39,425 +5.5

　 開発戦略本部 21,751 19,885 △8.6

　 調整額 △6,914 △2,809 ―

合計 86,216 91,490 +6.1

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
〔受注残高実績〕

（単位：百万円）

セグメントの名称
前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

前年同期
増減比

％
　 東日本本部 8,076 9,088 +12.5

　 西日本本部 12,180 12,511 +2.7

　 開発戦略本部 4,569 3,606 △21.1

　 調整額 △3,442 △1,044 ―

合計 21,383 24,162 +13.0

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

〔販売実績〕
（単位：百万円）

セグメントの名称
前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

前年同期
増減比

％
　 東日本本部 33,572 33,976 +1.2

　 西日本本部 39,417 39,094 △0.8

　 開発戦略本部 21,332 20,848 △2.3

　 調整額 △7,516 △5,207 ―

合計 86,806 88,711 +2.2

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

〔仕入実績〕
（単位：百万円）

セグメントの名称
前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

前年同期
増減比

％
　 東日本本部 29,371 29,737 +1.2

　 西日本本部 33,891 33,457 △1.3

　 開発戦略本部 19,068 19,009 △0.3

　 調整額 △7,516 △5,207 ―

合計 74,814 76,998 +2.9

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（２）役員の異動

別の開示資料を御参照ください。

　

（３）不正取引に関連した損害賠償請求等の提訴について

平成25年10月21日付（当社への訴状送達日は平成26年２月13日）にて、株式会社川端エンジニアリングから当社

及び当社元従業員を被告とする損害賠償請求（賠償請求金額11億4,264万4,868円、及びこれに対する訴状送達の日

の翌日から支払済みまで年5分の割合による金員）を名古屋地方裁判所において提訴されております。

また、平成26年2月5日付（当社への訴状送達日は平成26年２月24日）にて、株式会社川端エンジニアリングから

当社を被告とする請負代金請求（請負代金請求金額1,557万6,750円、及びこれに対する本来支払いすべきであった

日の翌日から支払済みまで年6分の割合による金員）を名古屋地方裁判所において提訴されております。

なお、上記の訴訟による原告側の主張は当社の事実認識とは異なっており、当社として事実を明らかにするため、

当社は、平成26年４月８日付にて、株式会社川端エンジニアリング及び当社元従業員を被告とする損害賠償請求

（賠償請求金額18億2,192万2,168円、及びこれに対する訴状送達の日の翌日から支払済みまで年5分の割合による金

員）を名古屋地方裁判所において提訴いたしました。

上記の訴訟は、平成26年９月12付にて併合となり、現在審理が継続しております。
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